
図－１　南海トラフでの震源域
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技術解説

１．はじめに

 神戸を中心に甚大な被害をもたらした1995年兵庫
県南部地震以降、日本各地で被害地震が連続して発
生している。これらの地震は、あらためて日本列島
が大地震の活動期に入っていることを印象づけた。
東京、大阪、名古屋の大都市圏には、幸いにして大
きな被害をもたらす地震は発生していない。しかし、
政府の中央防災会議では、近い将来に大都市圏で発
生する可能性のある大地震に対して想像を超える人
的、物的な被害を警告している１）。それに備え、
被害を最小限に抑えるよう、個人、地域、行政、企
業それぞれのレベルで地震に強い社会を構築するこ
とが緊急の課題となっている。
 そのような中で、建築物一つ一つがもつ耐震性を
高めて、災害に脆弱な都市の防災力を向上させるこ
とが必要となる。建築物の耐震性については、地震
被害が発生するごとにその原因を解明する研究が行
われ、その成果は耐震設計の法規や指針の改定に反
映されてきている。しかし、将来発生する大地震時
の地盤の揺れの大きさを予測し、建築物へ入力され
る地震動の性状を正確に把握することや、また建築
物がどのように揺れ、崩壊していくかについては、
明らかになっているとは言い難い。
 ここでは、最近の耐震工学に関するいくつかのト
ピックを解説し、今後の課題と展望について述べる。

２．想定される地震と被害

　大阪エリアについては、政府の中央防災会議では、
南海トラフ沿いの海溝型の地震として東南海・南海
地震（図－１）と、大阪都心部を走る上町断層帯に
よる活断層の地震（図－２）の被害想定を行ってい
る１）。建築物の被害は、東南海・南海地震では広
域にわたって発生し、いわゆる長周期地震動による
波長が長く、継続時間の長い揺れによって、超高層
や免震建物のような長周期域に固有周期をもつ建物
が繰り返し大きく変形するとしている。上町断層の
地震では、マグニチュード7.6の大地震で大阪府を
中心に、死者が最大約４万2000人、全壊建物が約
97万棟とする被害想定をまとめている。この大きな
原因として、揺れやすい地盤の上に、古い木造住宅
が密集する地域が多いことが挙げられている。これ
らの想定値は、東京首都直下地震（想定死者数１万
2000 人）を上回り、国がこれまで行ってきた想定
では最悪の被害である。
　また、近畿、中部地方ではマグニチュード７級の
活断層による直下地震によって、東大寺、清水寺な
ど国宝113件を含む580件の国の重要文化財建造物
に倒壊か焼失の恐れがあるとする被害想定を行って
いる。このように、大阪エリアの耐震性を高めるた
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地震被害低減に向けた耐震技術



図－３　大阪３地点での表層地盤の増幅倍率

図－２　上町断層と大阪大学の施設の位置
　　　（中央防災会議による図に加筆）
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めには、近い将来発生する地震に対して、古い建造
物から最近の超高層や免震建物にいたる各種構造形
式をもつ建築物の地震時挙動を正確に評価する技術
を高度化し、社会全体の被害軽減を目指す必要があ
る。

３．大阪エリアの表層地盤の揺れ

　地震の被害は、地盤の良し悪しによってその程度
が異なってくる。このことは、過去の地震被害をみ
ても明らかである。大阪エリアの地盤状況は、北部
に千里丘陵と呼ばれる丘陵地がある。東西方向には
上町台地によって二分される大阪平野（大阪盆地・
河内盆地）があり、平野を流れる河川の流域には沖
積低地がある。また、大阪湾沿岸部には埋め立て地
がある。このような地盤構造の違いが地震時の揺れ
にどのような影響を与えるかを、大阪大学の施設が
建つ地点についてみてみる。
　図－２に示すように大阪大学の吹田キャンパス、
豊中キャンパスは、それぞれ上町断層を挟んだ東西
に位置している。吹田地点は上町台地の丘陵地の洪
積地盤上に建設されているが、豊中地点は洪積地盤
の上に深さ数ｍの沖積層が堆積している。一方、中
之島地点は、北側を堂島川、南側を土佐堀川の両河

川に挟まれた中州（中之島）に位置し、深さ約30ｍ
に及ぶ軟弱な沖積層がある。また、３つの地点とも
上町断層のごく近傍に位置しており、この断層が動
くと震度６強～７の極めて大きな揺れが予想されて
いる場所である。
　図－３は、それぞれの地点の工学的基盤位置（ほ
ぼ洪積地盤に相当）から地表までの地震動の増幅倍
率について横軸を振動数で示している。洪積地盤上
にある吹田地点では地震動の増幅は小さいが、豊中
地点では表層地盤の共振現象により、特定の振動数
で著しく増幅する。中之島地点では、軟弱で深い表
層地盤の非線形化によって、卓越振動数が低い振動
数側に移行し、長周期域でパワーのもつ地震動とな
ることがわかる。さらに、地盤の液状化が発生する
と、地盤変位も大きくなり、建築物の被害だけでな
くライフラインにも大きな被害が発生することとな
る。
　このように、地盤の揺れは、表層地盤の条件によ
って大きく影響されるため、建設地点の地盤調査を
丹念に行い、それに基づいて地震動の大きさを評価
して、耐震検討を行う必要がある。さらに、活断層
による地震では、断層の破壊過程（破壊開始点や破
壊方向）の違いによっても、３地点での揺れの大き
さや揺れ方も異なってくる。

４．地震時の建物の揺れ

4.1　地盤と建物の揺れ
　地盤内での地震動の増幅は、先述のように地盤条
件によって異なるが、建物の応答も地盤の影響を大
きく受ける。図－４は、大地震時に地盤と基礎－建



図－５　建物と地盤の観測加速度波形

図－４　大地震時の地盤と建物の非線形挙動
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物系で生じる現象を模式的に示している。地震時に
は建物が震動することによる慣性の相互作用
（Inertial interaction）と、地震動が建物に入力する
際に基礎の拘束効果により生じる入力の相互作用
（Kinematic interaction）が発生する２）。慣性の相
互作用は、地盤との連成効果により建物の固有周期
の長周期化と、地盤への逸散減衰の増加として現わ
れる。入力の相互作用は、基礎の存在によって上部
構造への入力動が地表面の地震動と異なってくるこ
とである。このような現象は地盤－建物の動的相互
作用と呼ばれており、建物の応答性状を評価するう
えで重要な役割を及ぼす。その影響度は、地盤の硬

軟、上部構造の剛柔、基礎の形式や基礎の埋め込み
深さに応じて変化する。さらに、動的相互作用は、
大地震時には図－４に示したように表層地盤の非線
形性によるサイト・ノンリニアリティ（Site nonli-
nearity）と、基礎と近傍地盤との剥離、滑り、浮上
りによるロ－カル・ノンリニアリティ（Local nonli-
nearity）、そして基礎構造や上部構造の損傷による
ストラクチャ・ノンリニアリティ（Structure nonli-
nearity）の影響を受ける。
　このため、大地震時には基礎と地盤との間での力
の伝達メカニズムが急変し、建物の応答性状も複雑
となる。したがって、建物の被害程度を正確に予測
するためには、個々の建設地点の地盤と建物との非
線形領域での動的相互作用の究明が課題となる。

4.2　地震動と超高層の揺れ
　次に、高層建物の地震観測例を示し、地震動と建
物の揺れの関係について示す３）。対象建物は地上
33階、地下２階のRC造の東京湾沿岸に建つ高層建
物であり、高さは約100mである。基礎は地下連壁
と群杭から成る複合基礎である。観測例として震源
位置が異なる３地震（Eq.1～Eq.3）の分析結果を示す。
図－５は３地震による建物（33F）と地盤（GL-1m）
の加速度波形、図－６はランニングフーリエスペク
トルである。震源距離が長いEq.1 地震の地盤の加
速度波形は、波の前半の主要動部で短周期成分が目
立つが、後続波では１Hz以下の長周期成分が支配
的となる。建物の応答は、この入力地震動の特性を



図－７　 伝統木造建築の応答スペクトル（h=５%）

図－６　建物と地盤のランニングフーリエスペクトル
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反映して最初は建物の２次振動モードでの揺れとな
るが、波形の後半では１次振動モードの揺れが支配
的となり、最大応答値が生じている。また、震源が
遠いEq.2 地震でも、後続の長周期成分の入力によ
り継続時間が長い揺れとなっている。一方、震源が
近いEq.3地震では地盤の加速度波形は４～６Hzの
短周期成分が支配的で、建物応答も長周期成分の振
幅は小さく２Hz付近の短周期成分の揺れが支配的
である。
　以上の観測例から、震源が遠く離れた地震であっ
ても、大地震が発生した場合は長周期成分を含む地
震動が震源から伝播して超高層のような長周期建物
を励起し、継続時間の長い大きな揺れとなることが
わかる。この対策として、最近の超高層ビルでは、
建物の応答を制御する制震システム４）を備えてい
る建物が多くなっている。

4.3　伝統木造建築の揺れ
　過去の地震では多くの文化財建造物が被害を受け
ている。神社仏閣などの伝統木造建築では、歴史的
な文化財の保護や参拝者の安全確保の観点から、耐
震性能を高めることが重要となる。関西エリアに多
く点在する重要文化財を災害から守るため、伝統木
造建築の耐震改修の研究が精力的に進められている。
　図－７は、京都市内に建つお寺の本堂で観測され
た地震動の応答スペクトルを示している５）。伝統木

造建築では小さい地震であっても架構の接合部や組
物が非線形化し、固有周期の長周期化が顕著となる。
また、耐震性を弱めているものとして、重い瓦屋根
や、土壁等の偏った配置によって励起される偏揺れ
する振動モードがある。したがって、このような伝
統木造の特徴的な挙動を精度良く解析するため、図
－８に示すような三次元強非線形挙動をシミュレー
ションできる解析技術の開発と、それを用いて、最
適な耐震補強法を提案することが重要となっている。



図－８　三次元フレーム解析モデル
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５．おわりに

　あるアンケート調査によると、最近の度重なる地
震災害の発生に、「自分の身にも地震災害が起こる
かもしれない」と不安に感じる人は実に９割にも達
しているが、その約６割の人が地震対策の必要性を
感じつつも、「特に何もしていない」という結果が
報告されている。地震に強い街づくりを進めるには、
先ずは一人一人ができる範囲で、家具や我が家の耐
震化を進めることが必要である。さらに社会全体の
防災力の向上を目指すためには、一つ一つの建築物
の耐震化を地道に促進することが望まれている。
　そのためには、ここで紹介したような地震の揺れ
を知り、揺れに備え、揺れから守る対地震技術の高

度化と社会への適用が必要となる。
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